
特別会計項目 歳入 歳出 歳入歳出差引額 問い合わせ

国民健康保険特別会計 4,548,544,960 4,402,862,181 145,682,779 住民課保険年金係 154

介護保険特別会計 1,600,186,107 1,531,754,080 68,432,027 健康増進課介護保険係 184

後期高齢者医療特別会計 304,978,429 301,823,455 3,154,974 住民課保険年金係 158

下水道事業特別会計 882,468,918 836,381,455 46,087,463 上下水道課下水道業務係 242

水道事業会計 891,147,225 1,188,379,697 △ 297,232,472 上下水道課水道業務係 256

合計 8,227,325,639 8,261,200,868 △ 33,875,229 ー

一般会計は、歳入決算総額は 127億 2,853 万 436円で、前年度決算に比べ 1.8％の増、歳出決算総額は 119億 4,447
万 4,522 円で、前年度決算に比べ 0.9％の増となっています。 財務課財政係 415 274-1055

平成 24 年度 三芳町

町税（58.12％）
73億9,761万円国・県支出金（11.65％）

14億8,287万7千円

町債（8.11％）
10億3,254万4千円

繰越金（5.14％）
6億5,469万3千円

地方消費税交付金（3.68％）
4億6,775万1千円

諸収入（3.06%)
3億9,010万3千円

分担金、負担金(1.29%)
1億6,405万4千円

その他(7.34%)
9億3,425万3千円

地方譲与税(0.69%)
8,746万円

歳入
127億
2,853万円

地方特例交付金（0.39％）
4,950万円

地方交付税（0.53％）
6,768万5千円

民生費（31.52％）
37億6,536万5千円

歳出
119億4,447万

4千円

総務費（13.72％）
16億3,930万8千円

土木費（11.07％）
13億2,174万5千円

教育費（12.64％）
15億990万円

公債費（8.93％）
10億6,636万4千円

衛生費（10.96％）
13億907万2千円

消防費（5.23％）
6億2,409万円

諸支出金（3.86％）
4億6,096万2千円

議会費（1.10％）
1億3,173万8千円

労働費（0.02％）
215万7千円

農林水産業費（0.70％）
8,350万9千円

商工費（0.25％）
3,026万4千円

町税…町民税・固定資産税など
地方譲与税…国が徴収した税金の一部が市町
村へ配分されたもの
地方消費税交付金…消費税の一部である地方
消費税 ( 市町村分 ) が県より、市町村へ交付
されたもの
地方特例交付金…国の減税措置によって、町
の税金が不足したことにより国から交付され
たもの
地方交付税…一定のサービスを確保するため
人口や税収に応じ国から交付されたもの
分担金及び負担金：町が行う特定の事業によ
り利益を受けるものが負担したもの
国・県支出金…町が行う事業に対する国・県
からの補助金など
繰越金…前年度の余剰金が繰越されたもの
諸収入…貸したお金の返済金や広告収入等
町債…町の借金
その他…基金繰入金、使用料及び手数料、土
地売払収入、その他交付金、寄付金など

議会費…議会の運営等に必要な経費
総務費…町の全般的な管理等にかかる事務経
費など
民生費…住民一人ひとりの一定水準の安定し
た生活を保障するための経費
衛生費…住民の一人ひとりが健康で衛生的な
生活が出来るようにするための経費
労働費…失業対策など就業に関する経費
農林水産業費…農林水産業の振興などの経費
商工費…商工業の発展や観光事業のための経費
土木費…道路や公園、住宅などの整備の経費
消防費…消防活動などにかかる経費
教育費…学校教育などにかかる経費
公債費…学校・公園等の公共施設の整備の資
金として借入したお金の元金・利息分を返済
するもの
諸支出金…将来の負担に備え基金へ積み立て
する経費など

　特定の事業を行うために一般会計と分けて設置される特別会計では、
水道事業会計で年間総給水量の減少・老朽化した配水管布設替工事及び
浄水場耐震化工事等により、約３億３千万円の赤字を出し、厳しい状況
に直面しています。

指標名 決算比率 早期健全化基準
(国の基準 )

財政再生基準
(国の基準 )

実質赤字比率 ー 13.81％ 20.00％
連結実質赤字比率 ー 18.81％ 30.00％
実質公債費比率 7.5％ 25.0％ 35.0％
将来負担比率 83.6％ 350.0％ ー

決算を報告します
一般会計歳出
昨年に比べ衛生費、教育費などの支出が大きく増加

一般会計歳入
昨年と比べ町税が減少しているのに対し、町債（町の借入）が増加

財政健全化判断比率・資金不足比率
早期健全化基準、財政再生基準ともにクリア

特別会計決算
水道事業会計が厳しい現状

会計名 決算比率 経営健全化基準
(国の基準 )

水道事業会計 ー 20％下水道事業特別会計 ー

【指標の説明】
実質赤字比率…市町村の一般会計等の赤字
の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示
すものです。
連結実質赤字比率…全ての会計の赤字・黒
字を合算し、市町村全体としての赤字の程
度を示す比率です。
実質公債費比率…市町村の借入金の返済分
等の大きさを指標化し、財政負担を見るた
めの比率です。
将来負担比率…市町村の借入金や将来支払
が見込まれる負債分を指標化し、将来の負
担を示すものです。
資金不足比率…公営企業の事業規模に対す
る資金の不足額の比率を示し、経営状況を
把握するものです。

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、平成
24年度決算に係る健全化判断比率等を公表します。
　町の平成 24年度決算からの比率は、国の基準である早期
健全化基準・財政再生基準・経営健全化基準を下回っている
状況です。

水道事業会計は、収益的収入と資本的収入、収益的支出と資本的支出の合計額です。

■健全化判断比率

■資金不足比率
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経常収支比率とは？
町が自由に使えるお金のうち、人
件費、借金返済に充てる公債費、
医療費の助成など住民福祉のため
の経費である扶助費など、支出が
避けられない必要な経費が占める
割合です。その値が低いほど、政
策的に使えるお金が多いことを示
し、目安として 70～ 80%が「適
正」、90%以上は「硬直化してい
る」とされています。

（単位 :円）
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